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土地課税が都市的土地利用に与える影響
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1．序 論

　土地の経済的性質に関する命題の多くは，生産

要素としての土地の供給が固定的であるという仮

定に基づいている。土地に対する課税が中立的で

あるという古典的命題は，その典型例である。し

かし，都市的利用に限っでみれば，上記の仮定は

適切ではない。なぜなら，都市的利用に供される

土地は，国土総面積のごくわずかな部分しか占め

ていないからである。事実，日本のように国土総

面積が白馬な国でも，都市地域は国土総面積の2

パーセント程度でしかない。

　上記のことは，土地に関する新しい経済モデル

が必要であることを示唆している。すなわち，

「生産物」として，工業生産物，商業サービス，

居住サービスなどを考えるのであれば，土地を可

変的生産要素として扱う必要がある。このような’

モデルにおいて，定常的成長均衡はいかなる性質

をもつであろうか。とりわけ，土地課税は均衡に

いかなる影響を与えるであろうか。これが，本論

文が明らかにレようとする課題である。

　こうしたモデルの構築にあたり，なぜ一部の土

地が生産活動に用いられないかを明らかにする必

要がある。その理由の一部が，土地の物理的性質

（急傾斜地など），気候条件（砂漠や寒冷地），地理

的条件（経済中心からの遠隔性）などに求められる

ことはいうまでもない。しかし，仮にすべての土

地が同質である揚合にも，なおかつ一部の土地が

生産要素にならない可能性があることに注意しな

ければならない。なぜなら，い．つたん土地をある

都市的利用に供すると，その利用を転換するには，

建造物の建てかえ，権利関係の調整などに多大の

コストを要するため，将来により有利な利用法が．

予想される揚合には，仮に利用収益を犠牲にして

も，土地を空地のままで保有するのが有利なこと

がありうるからである。こうした状況は，人口成

長，資本蓄積，技術進歩などによって，土地の利

用可能性が時間的に変化する聞合において生ずる。

　本論文においては，土地のこうした性質が強調

される。したがって，すべての土地は同質的であ

ると仮定する一方で，土地の利用可能性を時間的

に変化させる諸要因を明示的にモデル化する。そ

して，この枠組みにおいて，土地利用が時間的に

いかに変化するかを明らかにする。

　上で述べた問題は，部分均衡の枠組みでは，す

でにSkouras（1978），　Bentick（1979），　Noguchi

（1982）などにより分析されている。これらの分析

は，土地保有税の賦課が生産活動への土地投入を

促進するなど，いくつかの興味ある結論を導いて

いる。しかし，同時に，部分均衡分析の制約も受．

けている。とりわけ問題となるのは，次の2点で

ある。下心に，資本の収益率（あるいは，割引率）

が外生的に所与とされ，ている。しかし，Feldstein

（1977）が強調したように，土地と資本とは資産と

して代替的であり，したがって，土地に課税する

と一般には資本蓄積が変化し，したがって資本収

益率も変化する。第2に，上記の諸分析では，土

地の生産性（土地利用収益）が外生的に所与とされ

ている。しかし，土地の生産性は資本蓄積に依存

することを考えると，この仮定も適切でない。

　部分均衡分析のもっこうした欠陥を克服するた

め，本論文では，ゴー般均衡モデルを構築する。す

なわち土地を生産要素として含む生産関数を明示

的に導入し，土地および資本の収益率を内生化す

る。また，個人の貯蓄行動と資産選択行動により

資本蓄積が時間的に進行する過程を内生化し，成

長モデルとして体系を記述する。第2節では，こ

のようなモデルを提示し，定常的成長均衡を定義
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する。一定の条件の下で，一部の土地が生産要素

として用いられない均衡が存在することが示され

る。第3節では，このモデルを用いて，課税が土

地利用に与える影響を分析する。土地保有に課税

がなされると，資産保有手段としての資本の有利

性が高まって資本蓄積が増加するため，土地利用

収益が高まり，したがって，生産用途に供される

土地が増大するであろう。他方，土地利用収益に

課税がなされると，生産活動に供される土地は減

少し，したがって，資本収益率も低下するので，

資本蓄積は減少するであろう。このように，土地

課税は，生産活動に用いられる土地の供給に対’し

て中立的ではない。第3節では，こうした過程を

詳細に分析する。また，これらによって社会的厚

生がいかに変化するかをも考察することとする。

2．土地を含む経済成長モデル

　2－1　土地を含む生産関数

　以下では，勢働，資本，および土地を生産要素

として，単一の生産物が生産される経済を考察す

る。生産関数を，次のように表わそう。

　　　　　　　端＝F（五‘，瓦，T‘＊）　　　　　（1）

　ここで，現，L‘，瓦，Tホ＊は，それぞれ，ご期にお

ける産出高，劣働供給量，資本ストック，および

生産用途に供される土地ストックを表わす。また，

生産関数は1次同次であり，かつ，限界生産力が

正で逓減的であるなど，通常の条件1）を満すもの

とする。

　労働供給量は，各期ごとに外生的に決定される

ものとする。資本ストックは，2－3で述べる貯蓄

行動により規定される。

　土地については，序論で述べたように，生産用

途に供されない土地が残存する可能性を認める・

したがって，Tノは，存在する土地ストックの総

量とは必ずしも一致ぜず，かつ，時間を通じて

変動しうる変数である。また，ここでは，土地

増大的技術進歩（land－augmenting　technologica玉
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　1）　すなわち，

　　　　F乞＞0，．F盛ブ＞Of・r排ブ，F乞盛く0

であるとする。ここで，づ，ブは五ウKウT‘＊を表わす。

後出の（14）式も仮定する。

progress）が存在するものとし，7｝＊は効率単位

（e缶ciency　unit）で測定されているものとする2）。

すなわち，物理単位での土地ストック（生産目的

に供されているもの）を丁霞とすると，

　　　　　　　　T‘＊＝4Tホ　　　　　　　（2）

である。ここで，んは技術水準を表わすパラメー

タであり，すべての‘につき孟‘．1＞4であると

する。

　序論で概観した部分均衡分析の文献では，土地

がいったん何らかの都市的用途に供されると，以

後の利用法変更は一切不可能になると仮定されて

いる。すなわち，土地の利用転換費用は無限大と

想定されている。これに対し，以下の分析では，

より現実的に，利用転換費用は正の有限値である

と仮定する。このモデルでは，土地の利用法は，

資本・土地比1鮒7｝により表わさμる。したがっ

て，上記の仮定は，この比率を上昇させるには一

定のコストが必要であり，かつ，そうしたコスト

をかければこの比率を時間的に変化させうること

を示している。以下では，各期ごとに‡地利用の

転換がなされることを仮定する。なお，利用転換

費用は効率単位での土地1単位あたり定額αであ

るとし，また，このi費用は，誰の所得にもならな

いものと仮定する3）。

　2－2土地を含む資産選択

　つぎに，個人の資産選択行動をモデル化する。

　資産として土地および実物資本が存在する体系

　2）　生産用途に供される土地ストックが外生的に一

定値であるとき，正の労働力成長率と口合的な定常的

成長均衡が存在するためには，占地増加的技術進歩が

存在しなければならない：Nichols（1970）を参照。

　われわれのモデルでは，生産用途に供される土地ス

トックは時間的に増加しうる。しかし，土地の総量に

は限度があるから，定常状態を厳密な意味で定義する

ためには，やはり同様の仮定をおく必要がある＝2－4

を参照。

　3）　現実の利用転換費用としては，建築物の取りこ

わし費用，立退き・移転に要する費用，権利調整のた

めの補償費などがある。これらは，資本ストックの減

少要因となることもあるし，労働所得や移転所得とし

て社会の構成員の可処分所得となることもある。ここ

では簡単化のため，本文中のような仮定をおくが利用

転換費用のモデル上の取扱いについては，改善の余地

がある。
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の資産選択行動は，Feldstein（1977）により分析

された。以下のモデルは，基本的にこれ，に依拠し

たものである（ただし，生産用途に供されない土

地の存在を認めている点に大きな違いがある）。

　各個人の生涯は，2期にわけられる。第1期に

おいて，彼は労働をし，労働所得の一部を貯蓄す

る。資産は，実物資本，または土地の形態で保有

される。第2期には，個人は引退する。資産は次

の世代に売却され，引退後の消費支出を賄う。

　Feldsteinのモデルとは異なり，このモデルで

は，3種類の資産が存在する。なぜなら，実物資

本のほか，生産用途に供されている土地と供され

ていない土地があるからである。以下では，前者

を「活動的土地」，後者を「非活動的土地」とよ

ぶことにする。

　Feldsteinのモデルと同じく，このモデルも単

一生産物モデルであるため，生産物をニューメレ

ールとしたときの資本財の価格は常に1に等しい。

効率単位で測定した活動的土地の二期における

価格を，生産物をニューメレールとしてpδとおこ

う。上で述べたよ・うに，土地利用転換費用の支出

により，土地は各期利用転換が可能である。つま

り，ある期に生産用途に供された土地も，次の期に

は非活動的土地と同じように利用できる。したが

って，売手が利用転換費用を負担するなら4），非活

動的土地と同じ価格で売却することができるであ

ろう。かくして播期の土地価格は，活動的である

か否かにかかわりなく，効率単位あたりpεとなる。

　資産選択は，代替的資産の税引後収益を基準と

してなされる。ここでは，実物資本の保有に対し

てθκ，土地の保有に対してθL，また，土地の利

用収益に対してσの，それぞれ従価税が課され

るものとする。これらの税は，資産の売却写

すなわち，個人の生涯の第2期の期首一に課さ

れるものとする。また，税収は，個人の効用には

影響を与えないような用途に用いられるものとす

　4）　これとは逆に，買手が負担すると仮定すること

もできる。この目合には，活動的土地の価格は非活動

的土地の価格より低くなる。しかし，この日日におい

ても，本文中の結果に本質的な差は生じないことを示

すことができる。
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　ここで，資産選択のなされる時点と生産活動の

なされ，る時点の相互関係を明確化しておく必要が

ある。生産活動は各期の当初になされ，直ちに分

配が決定され，資産選択がなされるものとしよう。

この時点で保有された資本や土地が次期首まで持

ちこされ，生産活動に用いられる。ここでは，

（‘一1）期における資産選択行動で保有された資産

に‘の添字をつけて表示することとする。したが

って，（1）式にみられるように，瓦，7’ノが‘期の

生産活動に投入されるわけである。

　以上の設定の下で，各々の代替的資産の税引後

収益率は，次のようになる。

　まず，実物資本の税引後収益率は，減価償却を

ゼロと仮定すれば，．FK、一θKである。ここで，　FK，

は，ε期における資本の限界生産力を表わす。

　次に，非活動的土地の税収後期待収益率は，

　　　　　　∠4ε＋1P露＋1ε／∠4εP‘一1一θし

となる6）。ここで，p‘＋18は，（哲十1）期における土

地価格の期待値である。

　活動的土地の揚合には，土地の使用収益が得ら

』れる反面，利用転換コストの支出が必要である。

したがって，税引後期待収益率は，

　　ノL‘＋1［（1一σ）F7、＊十P‘＋1θ一α］／∠4εP‘一1一θし

となる。、ここで，Fがは，6期における土地の限

界生産力を表わす。

　以下では，完全予知を仮定し，期待土地価格は

現実の価格に等しいものとする。すると，資産の

収益率に関する不確実性は存在しないので，上記

3資産の収益率が均等化しなければならない。し

　5）　とりわけ，税収が個人への移転として支出され

ることはないものとする。この仮定をはずすと，予算

制約式は（5）とは異なるものとなる。

　6）　’期において単位価値の富を土地購入にあてれ

ば，効率単位で1／p‘の土地が購入できる。これは，

物理単位では1／んp‘である。次期において，この土

地は効率単位で現＋1／ん勉に増大する。そして，その

価値は，4．1p‘．1／ん勉である。

　なお，非活動的土地は生産用途に用いられないため，

収益はキャピタルゲインのみであり，利用収益はゼロ

であると仮定する。

　また，前記のように，保有税は第2期に課されると

するが，課税ベースは第1期の価値であるとする。こ

れは，保有期間が第1期だからである。
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　　　　17ハr8一θ1【＝14‘＋1P‘＋1／∠4εP¢一1一θL

　　　　F7、・＝α／（1一σ）

　2唱　貯蓄行動と資本蓄積
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　最後に，貯蓄行動をモデル化し，資本蓄積過程

を記述する。なお，以下では，個人はすべて等し

いものと仮定し，個人に関しての変数を経済全体

の変数とみなす。

　まず，三陸期において労働期にある世代の生涯

にわたっての予算制約式は，

　　　　．z：ン‘・FL‘＝＝o‘”十σ‘0／（1十17K、一θK）　　　　　（5）

で表わされる。ここで，L‘，凡‘は，オ期における

労働供給量とその限界生産力を表わし，q7とqO

は，それぞれ労働期と老年期における消費を表わ

す。個人の効用はq7と0‘oのみによって定まる

とすれば，最適消費計画の条件は，

　　　　　　σσ‘7／乙rσ、。＝1→一17K虚一θK　　　　　　　　（6）

で表わされる。ここで，左辺は，消費の限界効用

の比である。なお，効用関数はホモセティックで

あり，かつ通常の手性条件を満すものとする。

　資本蓄積は，次式により記述される7）。

　　　　　1｝‘Fゐ‘一σ‘ンーjP‘コP‘＋1＊＝Kδ＋1　　　　　　　（7）

ここで，到＋1＊は，効率単位で表わした土地スト’ッ

クの総量（活動的土地と非活動的土地の和）である。

　第6期においては，外生的に所与の値現，T‘＋1＊，

前期において決定された値増，T‘＊，パラメータ

θκ，θゐ，σ，α，および次期の土地価格p‘＋1の下で，

内生変数瓦＋1，71‘＋1＊，0ノ，0ε0，およびp‘が，方程

式（3），（4），（5），（6），（7）により決定される。この

ように，1将来の土地価格は，現在の土地価格に影

響を及ほこす。他方，現在の土地価格は，資産蓄積

を通じて，将来の土地価格に影響を与える。こう

した意味で，現在と将来とは，相互依存関係にある。

　2－4　定常的均衡

　以下で、は，労働力の増加率および土地増加的技

術進歩率はそれぞれ正の一定値であるものとし，

これらをg，んとおく。われわれの体系で定常的成

長解が存在するか否かは，gとんの大小関係，およ

び物理単位での土地総量の大きさに依存している。
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　まず，内点解の存在を要請しておく。すなわち，

土地総量は十分に大きく，（3），（4）から求められ

る活動的土地ストックが，少なくともある時点の

ゐ‘，んに関して，土地ストックの総量の範囲内に

おさまるものとしよう。

　ある時点で活動的土地ストックが土地総量の範

囲におさまったとしても，時間の経過を通じてそ

の関係が成立しなくなる可能性がある。物理的単

位で測定した土地ストック総量が一定であるとす

れば，定常的成長均衡が存在するためには，活動

的土地ストックが物理的単位で一定にならなけれ

ばならない。これは，g＝んのときにのみ実現さ

れる。したがって，以下に述べる定常解は，この

揚合についてのものである8）。

　さて，定常状態においては，次式で定義される

1人あたり資本ストック，1人あたり活動的土地

ストック，1人あたり消費額，および1人あたり

土地資産は一定値となる。

　　　　　あ＝K‘／L‘，　9＝丁書＊／五‘

　　　　　07＝・o／／L彦，　oo＝（為0／五ε

　　　　　π＝PρT‘．1＊／五‘

　また，効用関数はホモセティックと仮定されて

いるので，

　　　　　　σ（0εγ，0‘o）＝L‘σ（o”，oo）　　　　（8）

と書くことができ，σ（〆，oo）は時間を通じて一定

値となる。

　したがって，定常状態は，次の方程式により記

述される。

」7K＝σ一トθ1【一θL

177・＝α／（1一σ）

1アL＝＝oγ→一〇〇／（1十FK一θK）

乙兀。7／0：e。＝1十。FK→一θK

7）前記のように，‘期における選択で保有が決定
される資産には，添字（’十1）が附されるζとに注意。

（9）

（10）

（11）

（12）

　8）　したがって，活動的土地ストックが増加すると

いう意味での「土地開発」は行なわれ，ない。

　もっとも，土地ストックの総量：が十分大きければ，

土地総量：の制約が有効となるのははるか未来のごとと

なるから，仮にg＞んであっても，以下の定常解を近

似解とみなすことが許されるであろう。実際，日本の

揚合でも，都市的用途に用いられている土地は国土総

面積の2～3％にすぎないから，土地総量は十分大き

いとみなしてよい。

　この揚合には，物理的単位での活動的土地の増加率

はg一ん＞0となり，「土地開発」が行なわれる。

o

び
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　　　　　　刃L－o躯（1十9）乃十π　　　　　（13）

　限界生産力は時間を通じて一定であるから，時

間を示す添字は附されていない。

　方程式（9）と（10）によって，定常状態での要素

比率々と¢とが決定される。方程式（11）と（12）

により，1人あたり消費♂とooが決定される。

方程式（13）は，1人あたりの土地資産πを通じて，

土地価格p‘を決定する。また，資本蓄積式（7）か

ら分るように，効率的単位での土地価格勉は（g

一ゐ）の率で上昇する。したがって，土地を物理的

単位で測定した揚合の土地価格の上昇率は，経済

成長率と同じくσとなる9）。

　パラメータの変化が均衡値に与える影響をみる

には，図1のように，⑫，g）平面において方程式

（9），（10）を表わす曲線　　各々を一FK曲線F7・

曲線とよぶ一を考えると便利である。ここで，

／⑫，g）置F（1，2ζ‘／」乙ε，T‘＊／五‘）とおき，偏微係数を

隔，五，などの記号で表わすと，FK曲線の勾配は

一魚仇，であり，F7・曲線の勾配は・一ん偽αで

ある。これらの勾配はいずれも正であり，かつ，

凸型条件’

　　　　　　　（五α）2一ゐ読，＜0　　　（14）

により，両曲線の交点においては，．FK曲線の勾

配の方が大きい。

　労働人口の成長率gが高いと，．FK曲線は左に

シフトするが，．称・曲線は移動しない。したがっ

て，均衡での為とgはともに低下する。土地利

　　　　　　　図1定常状態の決定
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用転換費用αが高いと，F7・曲線が下にシフトす

る。したがって，んとgはやはり低下する。

3．土地利用に対する課税の影響

κ

　9）　土地価格は，生産物をニューメレールとして定

義されていることに注意。したがって，名目値での地
価上昇率は，経済成長率より高くなりうるQ

　3－1　一般的資産税

　最初に，一般的資産税が土地利用に与える影響

を分析する。このため，2－4のモデルで，θK＝ρL

；θ，σ＝0とおこう。定常状態における生産要素

’の比率んとgは（9）と（10）により定まるので，θ

の大小により影響を受けないことは明らかである。

すなわち，一般的資産保有税は，生産活動には中

立的である。生涯予算制約式（11）の勾配は変化す

るから，一般に消費計画は変化するであろう10）。

これに伴い，（13）式で定まる土地価格も変化する。

　税率θを微少率変化させたときの社会的厚生へ

の影響は，最大化された生涯効用びの限界的変

化により評価しうる11）。（8）と（12）とを用いると，

ひ＊の変化は，　　　　　　　　　　　　　　　　印

・隅［（1十FK一θ）継制署・θ（・5）

となる。

　他方，（11）の両辺をθで微分して（13）を用いれば，

（1十FK一θ）器＋雛一［（・＋・）・＋・］（・6）

10）効用関数はホモセティックと仮定されているの

で，限界代替率はoo／評のみによって定まる。この関

係を

　　　　　　　σ0／0”＝・φ（醜7／醜。）

と書こう。ここで，φ’＞0に注意。（12）式より，

　　　　　　oo／o”＝罵φ（1十17K一θ3ζ）

である。これ’を（11）に代入すると，

　　　o”漏（1十FK一θκ）17L／（1十17」ζ一θ1【十φ）

となる。したがって，

　　　　鑑一（器缶響；，¢一曲

となる。ここでεは，次式で定義される代替弾力性で

ある。

　　　　　　ε＝φ／（1十17K一θ1ζ）φ’

したがって，仮にεが1より大であれ’ば，税率の上昇

により拶は増加する。（13）を参照すれば，これによ

って勉は低下することが分る。仮に効用関数がコブ・

ダグラス型であると，ε＝1であるから，税は消費計

画にも影響を与えないことになる。

11）　以下では，効用が基数的に定義しうるものと仮

定する。また，代表的個人の仮定により，個人の効用

を社会的厚生とみなすQ
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が得られる12）ρこれを（15）に代入し，んやπの定

義を参照すれば，

　　　　・び一一（砺縞・・つ・・署（・7）

となる。

　したがって，限界効用への影響は，老年期に対

する（瓦＋1十p¢死÷1＊）♂θの額の一括課税の影響と

等しい。ところで，一般的資産税の税率をdθだ

け高めたときの増収額は，（Kε÷1十エ）‘：Z■‘＋1＊）dθに

他ならない。結局，一般的資産税の限界的効果は，

老年期に対する同額の一括課税の効果と等しいこ

とが示された。これは，一般的資産税が生産に中

立的であり，かつ老年期において課される税であ

ることから，当然の結果である。

　3－2　土地資産税

　次に，土地保有のみに課される資産税を分析し

よう。このため，θK＝0，σ＝0とおく。

　図1において，θしの上昇は．FK曲線を右方に

シフトさせる。したがって，均衡における乃とg

とは，ともに上昇する。

　この結果は，次のように解釈される。土地課税

により，資産としての土地の有利性が低下するの

で，資本の保有が増加する。他の条件を一定とす

れば，資本の増加は活動的土地の限界生産力を高

める。したがって，非活動的土地と活動的土地を

比較した叩合，後者の有利性が高まり，生産活動

に用いられる土地が増加する。これは，資本の限

界生産力を高めるので，資本の保有をさらに増加

させる。かくして，新しい均衡に達するまで，資

本ストックと活動的土地ストックが増加する。

　このようにして，土地保有への課税は，生産活

動に用いられる土地の量を増加せしめるのである。

土地が活動的であっても非活動的であっても同一

の課税がなされるにも拘らず，これ’らの選択に対

して非中立的な影響が及ぶ「という事実は興味深い。

　また，上記の結論を，序論で概観した部分均衡

分析の結論と比較するのも興味深い。Bentick

（1979），Noguchi（1982）などは，土地保有税の賦

12）　税は生産に中立的なので，dFガ♂θ＝0であるこ

とに注意。（11）式を微分した結果に（11）式を代入して

ooを消虫し，さらに（13）を代入する。　　’

Vo1．36　No．1

課により，将来の利用のために留保される土地が

減少するとの結論を導いている。これは，上記の

結論と同一のものである。ただし，部分均衡分析

においては資本の限界生産力（利子率）は一定と仮

定されていることをみても，背後にあるメカニズ

ムは全く別のものであることが分る。

　次に，課税が社会的厚生に与える効果を分析し

よう。まず，一方において，課税は資産の収益を

低下さぜる。（9）より明らかなように，層

　　　　　　　　　亟＿＿1　　　　’（18）
　　　　　　　　　切θし

である。他方で，資本ストックと活動的土地がと

もに増加するので，労働の限界生産力は増加する。

一次同次関数の性質を使えば，容易に次の関係が

導ける13）。

　　　　　　　　　璽Lガ　　　（、9）
　　　　　　　　　♂θL

　したがって，課税は最大化された生涯効用に対

して，逆方向の2つの影響を与えることになる。

全体としての効果は，前と同様に評価することが

できる。この油壷には，次式が得られる。

　　　・σ・一興［（1欄画趣響覗（・・）

（11）式をθしで微分し，（11），（13）および（18），

（19）を用いると，次式が得られる。

　　　　（1十FK）農＋護一礁一・）一・（・・）

（21）を（20）に代入し，乃，πの定義を参照すると，

次式が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ひ＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）　dひ＊＝一［P87｝＋1＊十瓦（9－F1∂］（εθム
　　　　　　　　　　　　　　　　　∂oo

　したがって，この税は，

　　　　石～1＝［勉ケ「‘＋1＊十」Kε（9－FK）コ（2θゐ　　　　（23）

の一括税を老年期に課すのと同一の限界的効果を

もつ。

　ところで，当初に課税の．なされていない状態を

とり，これに微少の税を課すものとすれば，．Fκ

13）　1次同次の条件により，

　　　　　　FK＝ん刃丁＊＝∫α
　　　　　　F五；／一（献な十9∫α）

である。（18）式および4F7串／♂θL＝oを用いれば，（19）

式が導かれる。

●

で

，
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はθ乙＝oの近傍で評価できる。すると，（9）より，

FK＝σである。この場合には，1～1；勉丁‘＋1＊4θしと

なる。ところがこれは，土地資産税の実際の税収

である。したがって，土地資産税が社会的厚生に

対して与える税は，同額の税収の一括課税と同じ

であることが分った14）。

　土地資産税が生産量を増大させることを考慮す

ると，上記の結論は，やや意外にみえる。上記の

ような結論が得られる理由は，活動的土地の増加

に起因する生産物の増大分は土地利用転換費用の

増大に吸収され，資本ストックの増加に起因する

生産物の増大分は資本ストックの増大に吸収され，

かくして，消費可能額は増大しないという事実に

よる。このことは，次のように確められる15）。

　土地資産税が微少率dθしだけ上昇した揚合，孟

期における生産量の限界的増加は，

　　　　鵡一口覗＋嶋霧覗

である。他方，土地利用転換費用の増加は，

　　　　　　　dT‘＊　　　　　　　　　　　　　dT虚＊
　　　　　　　　　dθゐ＝F7＊　　　　　　　　　　　　　　　♂θL　　　　－D1＝α
　　　　　　　dθL　　　　　　　　　　　　　　♂θし

である。また，生産物のうち投資にあてられる分

はK‘＋r瓦＝σ瓦＝FK瓦であるが，課税による

瓦の増加により，これは

　　　　　　　画一畷既

だけ増加する。

　ところで，上記から明らかなように，

14）θしが正である場合には，（9）からFK－9＜0と

なる。したがって，（23）より，

　　　　　　　1～1＞P冶㊨＋1＊dθし

となるσすなわち，土地資産税は，同一税収の一括課

税に比べ，生涯効用をより大きく低下させる。

15）　同様の結論は，次のような推論によっても得ら

れる。税率dθの一般的資産税と，同率の土地資産税

とを比較しよう。生涯予算制約式の勾配は，いずれの

揚餅にも等しい。しかし，若年期の所得は，後者の揚
合の方が，恥dθ♂FLμθ＝瓦dθ／（1十g）だけ低い。老年

期所得に直せば，この差は（1十，FK）瓦dθ／（1十9）であ

る。このうち，瓦dθは，課税ベースの差に起因する

（土地資産税では資本に課税されない）。残りの（FK－

g）1ぐ‘♂θ／（1十g）が老年期所得でのネットの差である。

ところで，一般的資産税が厚生に与える影響は一括課

税のそれと同一である。したがって，必要な結論が得
られる。
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　　　　　　　　エ）1十エ）2＝4乃

である。すなわち，課税によって増加した生産物

は利用転換費用の増分と投資増分にあてられ，消

費可能額は変化しない。

　3遭　土地利用収益税

　最後に，土地利用収益税の効果を分析する。．こ

のため，θK＝θ五＝0とおこう。

　σの上昇は，FT・曲線を下にシフトさせる。し

たがって，均衡におけるあとgはともに低下する。

　この結論は，次のように解釈される。この税は，

活動的土地の収益を低下させるため，その資産価

値を低下させる。生産に投入される土地が減少す

ると，資本の限界生産力は低下する。他方，非活

動的土地の収益率は不変なので，資産間の収益率

を均等化させるため，資本ストックが減少する。

これは，活動的土地の限界生産力を低下させるた

め，その保有量をさらに減少させる。こうして，

新しい均衡に達するまで，資本ストックと活動的

土地の保有量が減少する。

　ところで，（9）式より資本の限界生産力は課税

により影響を受けない。したがって，裁定条件を

考慮すれば，土地資産の税引後収益率も課税によ

って影響を受けていないことになる。つまり，税負

担は，労働に転嫁されたことになる。実際，1次同

次関数の性質から，容易に次のことが確められる。

　　　　　　　誓一一（α91一一σ）・＜・　（24）

なお，（10）式から明らかなように，土地利用収益

率は課税により上昇する。すなわち，

　　　　　　　　警（、∴）・　（25）

　（24）と（25）とを用いると，前と同様に，微少な

税が社会的厚生に与える影響を分析できる。この

揚合には，次の結果が得られる。

　　　　　　　　　　　　∂ひ＊
　　　　　　　dひ＊＝一目2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
　　　　　　　　　　　　　∂oo

ここで，

　　　　　　　　丑2＝一α：r虚＊dσ

である。なお，（26）式の導出にあたり，θK＝θL＝

oおよび取＝gの関係を用いた。また，微少税

を考慮しているため，d乃＊／吻をσ瓢。の近傍で



22 経　　済　　研　　究 Vo1．36　No．1

評価した。

　したがって，この税は，老年期に対する扇の

，一㊨ﾛ税と同一の効果を社会的厚生に与えること

になる。他方この税の実際の税収は，．F7＊T‘＊dσ

＝αT‘＊4σである（F7・はσ＝oの近傍で評価され

ることに注意）。これはE2に等しい。したがっ

て，土地収益に対する課税は，老年期に対する同

一額の一括課税と同一の厚身効果があるといえる。

生産量に対して心中立的であるにも拘らず一括課

税と同一の効果となる理由は，土地資産税の揚合

と同一である。

4．結 論

　この論文では，定常状態において生産活動に用

いられない土地が存在するような経済成長のモデ

ルを提示した。税の効果に関する結論は，次のよ

うに要約される。

　（i）一般的資産税は土地利用や生産活動に対し

て中立的である。（ii）土地保有のみにかかる．資

産税は，資本ストックを増大させる効果を通じて，

生産活動に用いられる土地を増大させる。（iii）

土地収益に対する課税は，土地保有に対する資産

税と逆の効果をもつ。（iv）上記の税が社会的厚

．生に与える効果は，微少税である限り，同一税収

の一括課税と同一である。

　土地保有に対する資産税は，土地が生産用途に

供されてもされなくとも同一の課税であるにも拘

らず土地利用に非中立的であること，土地保有に

対する課税と土地収益に対する課税とでは土地利

用に与える影響が逆方向めものとなること，また，

土地利用（したがって生産活動）が課税によって変

化する忙も拘らず厚生への影響が一括課税と同一

であること｝、などは注目すべき結果である。

　上記の最後の点は，重要な政策的インプリケ’一・

ションをもつ。土地課税に関する古典的議論では，

土地課税が中立的であるため望ましい課税である

とされた。この論文では，土地供給が固定的でな

い血合，土地課税は中立的でないことを示したが，

しかし．社会的厚生への影響の観点からすれば，．

依然として望ましい性質を保持していることが示

された。

　この論文で導かれた結論．のいくつかが，モデル

の特殊な仮定に依存していることは事実である16）。

例えば，土地収益課税が労働所得に転嫁ざれるこ

とをみたが，これは労働供給が固定的という仮定

によるものと思われる。この仮定を緩和するなら，

結論は異なるものとなるであろう。こうした点に

関する検討は，将来の課題として残されている。

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済学部）
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（1979）は，Feldstein（1977）の結論は，遺産を考慮す

ると成立しないことを示した。

　しかし，われ，われのモデルでは，こうしたことは生
じない。なぜなら，・（9），（10）式は遺産によって影響を

．受けないからである。Feldsteinのモデルでは，土地

課税によって資本蓄積が増大し，これが消費を増大さ

せることにより生涯効用を増大させる。ただし，最初

の世代は資本蓄積の負担を負うので，消費増大を享受

できない。このようにして，課税が世代間の移転を引
起すことになる。ここで遺産を導入すると，世代間移

転が遺産の減少により相殺される。これが，Calvo，8彦

α」．による結果のエッセンスである。しかし，われわ

れのモデルでは，こうした世代間移転が生じないので，

．遺産による調整作用も生じない。
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